
２令和元年 11 月 1 日　広報ふっさ　No.1034042-551-1511 です ※お掛け間違いのないようにお願いします

○地方公会計制度とは
　企業会計の手法である複式簿記・発生主義により、従来の決算書では分からなかっ

た資産や負債の状況、減価償却費や引当金等を含むフルコストなどが分かります。

■貸借対照表（一般会計）
　平成 30 年度末における市の財政状況を表します。左側に資産、右側に負債と正

味財産を計上し、これらを比較することで、財政に余裕があるのか、厳しい状態な

のか、懐具合を知ることができます。

※平成 30 年度は土地の評価方法の変更を行ったため、平成 29 年度と比較して資産

額、正味財産額に大きな変動が生じています。

■行政コスト計算書（一般会計）
　平成 30 年度における市の収支状況を表します。企業会計の損益計算書に相当し、事

業実施にどの程度の費用が発生し、どのような財源で補ったのかを知ることができます。

　財務諸表や事業別の決算状況について分かりやすく説明した「平成 30 年度決算説

明書」を作成しました。市役所の情報スペースや図書館、市ホームページでご覧くだ

さい。

※財務諸表の数値は表示単位未満の端数調整を行っていないため、内訳の計と一致しな

い場合があります。

（単位：千円）

（単位：千円）

　　　
　
　平成 30 年度決算が市議会 9 月定例会で認定されましたので、主な内容をお知らせ
します。決算書は市役所の情報スペースや図書館、市ホームページでご覧になれます。

【問合せ】財政課☎ 551･1534

●一般会計●
　平成 30 年度の一般会計決算額は、歳
入（収入）が 249 億 5,068 万 5 千円、
歳出（支出）が 245 億 372 万 7 千円で、
収支差引額は 4 億 4,695 万 8 千円、翌
年度繰越財源を除いた実質収支額は、
4 億 4,306 万 4 千円となりました。歳
入額は前年度に比べて 6.2％の減、歳
出額は 6.0％の減となっています。ま
た、30 年度から 29 年度の実質収支額
を差し引いた単年度収支額はマイナス
の 9,343 万 9 千円となっています。前
年度との主な決算比較は以下のとおり
です。

　　　　　　

　　　　　　●特別会計●
　特別会計の 4会計の決算は、下表のと
おりです。特別会計の決算額は、全体で歳
入が141億 7,337 万 2千円、歳出が132 億
6,483 万 9千円となり、歳入・歳出ともに
前年度に比べて6.5％の減となっています。
下水道事業会計が令和元年度から公営企
業会計に移行することから、下水道事業会
計については 3月31日付けで打ち切り決
算となっています。国民健康保険特別会計
では、収支差引額が2億 7,827 万 3千円の
黒字となっていますが、一般会計からのそ
の他繰入金が6億 5,244 万 5千円となって
おり、大変厳しい運営状況となっています。

会計 歳入決算額 歳出決算額 収支差引額
国民健康保険特別会計 69億 3,210万 1千円 66億 5,382万 8千円 2億 7,827万 3千円

介護保険特別会計 42億 6,409万 7千円 40億 7,116万 6千円 1億 9,293万 1千円
後期高齢者医療特別会計 12億 1,501万 3千円 12億 110万 5千円 1,390万 8千円

下水道事業会計 17億 6,216万 1千円 13億 3,874万円 4億 2,342万 1千円
合計 141億 7,337万 2千円 132億 6,483万 9千円 9億 853万 3千円

平成 30 年度特別会計決算

平成 30 年度決算が認定されました

前年度との主な比較
( 歳入 )

・市税 0.3％減
　寄付金税額控除等の影響による

市民税の減などにより、前年度に比

べて市税全体で 2,343 万 4 千円の減と

なっています。

・地方消費税交付金 14.7％減
　都道府県税である地方消費税収入

額の 2分の 1が市町村に交付されるも

ので、清算基準の見直しに伴い 1 億

7,366 万 1 千円の減となっています。

・地方交付税 10.9％増
　全国の自治体が一定のサービス水準

を維持できるよう交付されるもので、

普通交付税が 2 億 2,664 万 5 千円の

増、特別交付税が 1,052 万 4 千円の増

となっています。

・国庫支出金 11.6％減
　教育施設等騒音防止対策事業補助

金、防災安全交付金の増の一方で、防

災食育センター整備事業補助金の皆減

などにより 6 億 5,673 万 8 千円の減と

なっています。

・都支出金 1.4％減
　市町村土木補助事業補助金、出産・

子育て応援事業補助金の増の一方で、

市町村総合交付金の減、衆議院議員選

挙費委託金および都議会議員選挙費委

託金の皆減などにより、5,006 万 6 千

円の減となっています。

・繰入金 27.3％減
　特定防衛施設周辺整備調整交付金事

業基金繰入金および再編交付金事業基

金繰入金の減などにより、3 億 8,712

万 3千円の減となっています。

・繰越金 51.8％減
　30 年度の前年度繰越金は、29 年度

に比べて5億7,644万3千円の減となっ

ています。

・市債 0.03％増
　防災食育センター整備事業債の減な

どの一方、臨時財政対策債の増により、

20万円の増となっています。

前年度との主な比較
( 歳出 )

・総務費 13.6％減
　交通安全対策費や町会関係費、税務・財務・

会計事務など、市の業務に必要な経費です。

平成 30 年度決算では、もくせい会館建設事業

の皆減などにより、全体では 3 億 1,200 万 7

千円の減となっています。

・民生費 0.9％増
　高齢者・障害者・子育て支援・生活保護な

どの経費で、臨時福祉給付金 ( 経済対策分 )

給付事業の減などの一方で、福祉センター設

備改良事業および後期高齢者医療特別会計繰

出金の増などにより、1 億 198 万 8 千円の増

となっています。

・衛生費 2.3％増
　保健衛生や環境対策、ごみ処理などの経費

で、西多摩衛生組合負担金およびし尿処理負

担金の増などにより、4,958万7千円の増となっ

ています。

・商工費 14.4％減
　商工業の振興のための経費で、中心市街地

活性化推進支援事業補助金の減などにより、

3,593 万 2千円の減となっています。

・土木費 22.0％増
　道路建設や公園整備などまちづくりの経費

で、都市計画道路 3・4・7 号富士見通り線整

備事業およびせせらぎ遊歩道公園整備事業の

増などにより、3億 6,243 万 7 千円の増となっ

ています。

・消防費 54.2％減
　消防業務の東京都への委託や消防団等の経

費、災害対策費が主なもので、防災食育セン

ター整備事業の皆減などにより、11 億 1,176

万 1千円の減となっています。

・教育費 2.5％減
　教育の充実や文化・スポーツの振興などの

経費で、小学校防音機能復旧 ( 復機 )事業の

増の一方で、給食調理事業備品購入費および

学校給食センター解体除去事業の減などによ

り、8,053 万 9千円の減となっています。

・公債費 2.1％減
　市債（長期借入金）の元利金を返済する経

費で、1,668 万 3千円の減となっています。

自主財源

依存財源

使用料及び手数料 1.5％
3 億 7,493 万 3 千円

分担金及び負担金 1.0％
2 億 5,409 万円

平成30年度一般会計
決算額及び構成比

市税 32.0％
79億 7,738万 3千円

繰越金 2.2％
5 億 3,650 万 3 千円

繰入金 4.1％
10 億 3,123 万 5 千円

国庫支出金 20.0％
49億 8,563万 5千円

都支出金 14.6％
36 億 3,602 万 8 千円

地方交付税 9.7％
24億 2,291万 6千円

費用 収入
行政費用① 22,733,836 行政収入② 21,943,410

人件費 3,489,348 地方税等 13,341,536

物件費 3,521,861 国庫支出金 4,391,992

維持補修費 157,643 都支出金 3,176,822

扶助費 7,747,543 分担金及び負担金 254,090

減価償却費 1,385,725 使用料及び手数料 375,520

その他 6,431,716 その他 403,452

行政収支差額 (②－① )…ア △ 790,452

金融費用③ 44,945 金融収入④ 3,088

金融収支差額 (④－③ )…イ △ 41,857

通常収支差額 (ア＋イ ) △ 832,282

特別費用⑤ 168,801,193 特別収入⑥ 1,865,096

特別収支差額 (⑥－⑤ )…ウ △ 166,936,098

当期収支差額 (ア＋イ＋ウ ) △ 167,768,380

資産 (現在保有する財産 ) 負債 (将来世代の負担 )
流動資産 3,115,002 流動負債 939,524

現金預金 446,958 地方債 719,950

収入未済 191,432 賞与引当金 203,718

不納欠損引当金 △ 18,572 その他 15,857

その他 2,495,184 固定負債 9,745,345

固定資産 85,070,460 地方債 6,326,815

行政財産 ※ 1 52,820,333 退職手当引当金 3,365,360

普通財産 ※ 2 3,211,329 その他 53,170

インフラ資産 ※ 3 21,371,335 負債合計 10,684,869

重要物品 ※ 4 568,031 正味財産 (これまでの世代の負担 )
その他 7,099,432 正味財産 77,500,592

資産合計 88,185,462 負債及び正味財産合計 88,185,462
※ 1 庁舎や学校などの公共用資産、※ 2 行政財産以外の公有財産（行政目的で使用しなくなった

資産など）、※ 3道路や橋りょう、公園など、※ 4公用車など 1件当たり 50 万円以上の物品

地方公会計制度による決算報告
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【証明書等コンビニ交付サービス停止のお知らせ】11 月 10 日㈰は、システムメンテナンスのため、サービスを終日停止します。ご不便をおかけしますが、ご理解ご

協力をお願いします。【問合せ】総合窓口課☎ 551･1595
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地方譲与税等 1.2％
3 億 90 万 2 千円

諸収入等 0.7％
1億 9,127万 2千円

市債 2.5％
6 億 1,590 万円

国有提供施設等所在市町
村助成交付金等 6.5％
16 億 1,517 万 9 千円

地方消費税交付金 4.0％
10 億 870 万 9 千円

3.3(再編)

歳入
249 億
5,068 万
5 千円

消防費 3.8％
9億 3,763万 3千円

公債費 3.1％
7億 6,279万 1千円

議会費 1.1％
2億 8,042万円

商工費 0.9％
2億 1,354万 8千円

その他 3.8％
9億 3,114万 7千円

民生費 49.1％
120 億 2,488 万 8 千円

総務費 8.1％
19 億 8,765 万 8 千円

教育費 12.9％
31億 4,842万 8千円

衛生費 9.0％
22億 508万 6千円土木費 8.2％

20億 1,212万 8千円

歳出
245 億
372 万
7 千円
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3.0(市営)


